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2. 2050年ゼロカーボンに向けた率先実行施策の検討 

2050 年ゼロカーボン達成に向けた段階的な取り組みは、図 2-1 に示すように４つのステップが想

定できる。2030 年までは、現在のライフスタイルやエネルギー使用状況をベースにして省エネと再エ

ネ設備導入を検討することになる。2030 年以降の社会は、2050 年ゼロカーボンの実現に向けて、

現在とは様相が異なり活動やエネルギー使用そのものが縮減するライフスタイルが進展し、熱や電力

の非化石燃料への転換、通信や電気電子分野などのイノベーション技術によって、温室効果ガス排出

削減が加速化することが期待されている。ここでは、2030 年までの第１段階、第２段階の目標を達成

することを目指して、県有施設における省エネや再エネ設備導入の参考となる動向や事例を整理する。

また、導入後は中長期的に普及や効果検証を継続し、次世代に寄与することが望まれる。 

 

図 2-1 2050 年ゼロカーボン達成に向けた段階的なアプローチ 

 

したがって、ここでは市町村、事業者、県民に波及させていくための先駆けとなる、県有施設による

「率先導入モデル」検討を行うための参考事例として、以下の①～⑦について整理する。 

① 公共建築物の再エネ導入や省エネルギーに関する最近の動向 

② 非常時の再エネ電源導入状況 

③ 地域エネルギー会社による公民連携 

④ 公用ＥＶ・充電器導入の実施例 

⑤ 公共施設に供給する再エネ電気の供給 

⑥ 事業者や関係機関への広報 

⑦ 導入施設における効果検証
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2.1 公共建築物の再エネ導入や省エネルギーに関する最近の動向 

(1) 脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方 

（国土交通省、令和 3 年 8 月とりまとめ） 

令和 3 年度に、国土交通省、経済産業省、環境省が連携して、有識者や実務者等から構成する

「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方検討会」が設置され、取組の基

本的考え方と進め方に関するロードマップは、以下のようにとりまめられている。 

 

 
出典：「脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方の概要,ロードマップ」（脱炭素社会

に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会,2021 年 8 月）,国交省・経産省・環境省「（参考）脱炭

素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方に関するロードマップ（2021.8）」 

図 2-2 脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり方・進め方 
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(2) 公共施設への太陽光発電の導入等について 

国や地方公共団体において、2030 年に温室効果ガス排出量 5 割削減の達成に向け、太陽光

発電の最大限導入、新築建築物の ZEB 化、電動車・LED 照明の導入徹底、積極的な再エネ電力

調達等について率先実行することが示された(図 2-3 参照)。 

太陽光発電の設置は、2030 年までに、設置可能な建築物の約 50％以上を目指すとしており、

地方公共団体が管理する公共施設については、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金「重点対策加

速化事業」のなかで、「屋根置きなど自家消費型の太陽光発電（例：公共施設等の屋根等に自家消

費型の太陽光発電設備を設置する事業）」は補助要件の必須事項とされている。 

 

 

 
出典：「公共施設への太陽光発電の導入等について（環境省提出資料）」（第 20 回 再生可能エネルギー等に関す

る規制等の総点検タスクフォース提出資料,令和 4 年 3 月 31 日）（https://www8.cao.go.jp/kisei-k

aikaku/kisei/conference/energy/e_index.html） 

図 2-3 公共施設における率先実行策と太陽光発電導入の目標 

 

 

 

地球温暖化対策計画に盛り込まれた取組 
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(3) 公共建築物のZEB化の取り組み状況 

公共建築物のＺＥＢ化に向けた取り組みは、これまで環境省を中心に補助事業や地方公共団体

関係者を対象とした施設見学会などが実施されてきた。2016 年より実施している補助事業では、

34 件の公共建築物のＺＥＢ化を実現している。また、2018 年度より実施されてきた「公共建築物

のＺＥＢ化実現に関する意見交換会・施設見学会」では、ＺＥＢ化に必要な知見の共有を図ることに

よって、更なる公共建築物のＺＥＢ化の導入につなげる活動を行っている。 

表 2-1 地方公共団体のＺＥＢ事例一覧 （環境省補助事例に基づき事務局作成 2021 年 4 月現在） 

 
出典：「ZEB の更なる普及促進に向けた今後の検討の方向性等について」（ZEB ロードマップフォローアップ

委員会資料,令和 3 年 4 月 26 日） 
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